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独立行政法人農林漁業信用基金　林業信用保証勘定

貸借対照表
令和8年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産
　　　現金及び預金 25,498,206,208   
　　　有価証券 2,000,000,000    
　　　前払費用 6,310,957        
　　　未収収益 33,962,506       
　　　未収金 1,113,077        
　　　短期貸付金 540,000,000      
　　　その他の流動資産 427,953          
　　　　　流動資産合計 28,080,020,701   
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産
　　　　建物 29,529,679 
　　　　　減価償却累計額 △22,630,046 6,899,633 
　　　　工具器具備品 100,512,975 
　　　　　減価償却累計額 △55,433,914 45,079,061 
        有形固定資産合計 51,978,694 
　２　無形固定資産
　　　　ソフトウェア 76,346,766 
　　　　電話加入権 13,000 
        無形固定資産合計 76,359,766 
　３　投資その他の資産
　　　　投資有価証券 20,299,798,718 
　　　　長期貸付金 130,750,000 
　　　　敷金・保証金 65,061,596 
　　　　寄託金 16,901,469,067 
　　　　求償権 2,043,373,966 
　　　　　求償権償却引当金 △1,942,879,220 100,494,746 
        その他の資産 14,116,588 
        投資その他の資産合計 37,511,690,715 
　　　　　固定資産合計 37,640,029,175   
Ⅲ　保証債務見返
　　　短期保証債務見返 13,300,609,510   
　　　長期保証債務見返 6,153,766,605    19,454,376,115   
　　　　　保証債務見返合計 19,454,376,115   

85,174,425,991   

科　　　　　　目 金　　　　　　額

資産合計
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（単位：円）

（負債の部）
Ⅰ　流動負債
　　　未払金 72,904,029 
  　　未払費用 30,924,689 
　　　前受収益 48,010,241 
　　　引当金
　　　　賞与引当金 29,625,099 
　　　　保証債務損失引当金 871,144,748 900,769,847 
　　　資産除去債務 15,958,517 
　　　政府事業交付金（注） 976,892,018 
　　　　　流動負債合計 2,045,459,341    
Ⅱ　固定負債
　　　長期前受収益 58,660,517 
　　　引当金
　　　　退職給付引当金 145,617,501 
　　　　保証債務損失引当金 246,496,553 392,114,054 
　　　　　固定負債合計 450,774,571      
Ⅲ　保証債務
　　　短期保証債務 13,300,609,510   
　　　長期保証債務 6,153,766,605    19,454,376,115   
　　　　　保証債務合計 19,454,376,115   

21,950,610,027   
（純資産の部）
Ⅰ　資本金
　　　政府出資金 53,663,765,831   
　　　地方公共団体出資金 3,775,558,404    
　　　民間出資金 2,855,125,152    
　　　　　資本金合計 60,294,449,387   
Ⅱ　資本剰余金
　　　資本剰余金 5,937,033        
　　　その他行政コスト累計額（注）
　　　　除売却差額相当累計額（△）（注） △ 18,231,590 △ 18,231,590 
　　　　　資本剰余金合計 △ 12,294,557 
Ⅲ　利益剰余金
　　　前中期目標期間繰越積立金（注） 2,775,716,363 
　　　積立金（注） 165,944,771 
　　　当期未処分利益 0 
　　　（うち当期総利益） (0)
　　　　　利益剰余金合計 2,941,661,134 

63,223,815,964   
85,174,425,991   

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

純資産合計
負債純資産合計

科　　　　　　目 金　　　　　額

負債合計
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独立行政法人農林漁業信用基金　林業信用保証勘定

行政コスト計算書
自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日　 （単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用
　　　業務経費
　　　　保証事業費
　　　　　求償権回収事業費 12,072,715
　　　　　求償権償却引当金繰入 520,103,343
　　　　　保証債務損失引当金繰入 150,708,714
　　　　　調査研究費 2,205,071
　　　　　委託業務費 194,256
　　　　　事業推進費 9,762,500
　　　　　業務管理費 25,738,459

720,785,058
　　　一般管理費
　　　　　役員報酬 42,874,133
　　　　　職員給与 273,918,043
　　　　　法定福利費 51,786,416
　　　　　事務諸費 256,557,336
　　　　　退職給付費用 5,084,093
　　　　　賞与引当金繰入 29,625,099
　　　　　退職給付引当金繰入 39,138,827
　　　　　減価償却費 47,312,753

746,296,700
　　　臨時損失
　　　　　固定資産除却損 64,680
　　　　　減損損失 5,518,215      

5,582,895
1,472,664,653

Ⅱ　行政コスト 1,472,664,653

科　　　　　　目 金　　　　　　　　額

              業務経費合計

              一般管理費合計

              臨時損失合計
                  損益計算書上の費用合計
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独立行政法人農林漁業信用基金　林業信用保証勘定

損益計算書
自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日　 （単位：円）

経常費用
　業務経費
　　保証事業費
      求償権回収事業費 12,072,715    
　　　求償権償却引当金繰入 520,103,343   
　　　保証債務損失引当金繰入 150,708,714   
　　　調査研究費 2,205,071     
　　　委託業務費 194,256       
　　　事業推進費 9,762,500     
　　　業務管理費 25,738,459    
　　      業務経費合計 720,785,058   
　一般管理費
　　　役員報酬 42,874,133    
      職員給与 273,918,043   
      法定福利費 51,786,416    
      事務諸費 256,557,336   
　　　退職給付費用 5,084,093     
　　　賞与引当金繰入 29,625,099    
　　　退職給付引当金繰入 39,138,827    
　　　減価償却費 47,312,753    
　　      一般管理費合計 746,296,700   
　経常費用合計 1,467,081,758 
経常収益
　事業収入
　　保証事業収入
　　　保証料収入 199,389,272   
　　　違約金収入 3,073,211     
　　　償却債権取立益 16,904,048    
　　　政府事業交付金収入（注） 344,539,223   563,905,754   
　　貸付事業収入
　　　政府事業交付金収入（注） 52,800,000    
      　　事業収入合計 616,705,754   
　財務収益
　　　受取利息 72,753,292    
　　　有価証券利息 133,607,889   
　　　　　財務収益合計 206,361,181   
　雑益 500,000       
　経常収益合計 823,566,935   
経常損失 643,514,823   
臨時損失
　固定資産除却損 64,680        
　減損損失 5,518,215     
　臨時損失合計 5,582,895     
当期純損失 649,097,718   
前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 649,097,718   
当期総利益 0             
（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

科　　　　　　目 金　　　　　額
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独立行政法人農林漁業信用基金　林業信用保証勘定
純資産変動計算書
自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日　 （単位：円）

除売却差額相当
累計額
（△）

うち当期総利益

当期首残高 53,663,765,831    3,775,558,404     2,917,278,411     60,356,602,646    5,937,033         △ 18,231,590     △ 12,294,557     3,424,814,081     165,944,771       －                －                3,590,758,852     63,935,066,941    

当期変動額

　Ⅰ　資本金の当期変動額

　　　　　出資金の受入れ 25,800,000        25,800,000        25,800,000        

　　　　　出資金の払戻し △ 87,953,259     △ 87,953,259     △ 87,953,259     

　Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

　（２）　その他

　　　　　当期純損失 △ 649,097,718    △ 649,097,718    △ 649,097,718    △ 649,097,718    

　　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 △ 649,097,718    649,097,718       649,097,718       －                －                

当期変動額合計 －                －                △ 62,153,259     △ 62,153,259     －                －                －                △ 649,097,718    －                － －                △ 649,097,718    △ 711,250,977    

当期末残高 53,663,765,831    3,775,558,404     2,855,125,152     60,294,449,387    5,937,033         △ 18,231,590     △ 12,294,557     2,775,716,363     165,944,771       － － 2,941,661,134     63,223,815,964    

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

当期未処分利益
利益剰余金

合計
資本

剰余金

その他行政
コスト累計額

資本剰余金
合計

前中期目標期間
繰越積立金

純資産
合計政府

出資金

地方
公共団体
出資金

民間
出資金

資本金
合計

積立金

-
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独立行政法人農林漁業信用基金　林業信用保証勘定

キャッシュ・フロー計算書

自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日　 （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　保証料収入 195,741,000

　　　　　求償権回収収入 95,648,332

　　　　　違約金収入 3,073,211

　　　　　貸付金の回収による収入 4,634,701,000

　　　　　寄託金の回収による収入 2,552,020,642

　　　　　その他の業務収入 17,393,976

　　　　　代位弁済費支出 △ 635,928,555

　　　　　貸付けによる支出 △ 4,634,701,000

　　　　　寄託金の支払いによる支出 △ 500,000,000

　　　　　人件費支出 △ 347,734,581

　　　　　その他の業務支出 △ 354,063,033

　　　　　政府事業交付金収入 141,800,000

　　　　　　　小計 1,167,950,992

　　　　　利息の受取額 200,532,431

　　　　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,368,483,423

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　定期預金の預入れによる支出 △ 12,600,000,000

　　　　　定期預金の払戻しによる収入 13,400,000,000

　　　　　有価証券の取得による支出 △ 2,400,000,000

　　　　　有価証券の償還による収入 2,700,000,000

　　　　　有形固定資産の取得による支出 △ 10,847,704

　　　　　無形固定資産の取得による支出 △ 67,413,678

          敷金・保証金の差入れによる支出 △ 5,336,560

　　　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 1,016,402,058

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　民間出資金の受入れによる収入 25,800,000

　　　　　民間出資金の払戻しによる支出 △ 87,953,259

　　　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 62,153,259

Ⅳ　資金増加額 2,322,732,222

Ⅴ　資金期首残高 16,675,473,986

Ⅵ　資金期末残高 18,998,206,208

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額
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独立行政法人農林漁業信用基金　林業信用保証勘定

利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 0

0

Ⅱ　利益処分額 0

科　　　　　目 金　　　　　額

      当期総利益
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重要な会計方針 

 

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月 21 日改訂）並び

に「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３

月改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しておりま

す。 

 

１．減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物  ５年 ～ ６年 

工具器具備品    ５年 ～ 15 年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に

基づいております。 

 

２．引当金の計上基準 

(1) 賞与引当金 

役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に負担すべ

き額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

なお、当基金は職員数 300 人未満につき、退職給付債務については、自己都合退職によ

る期末要支給額によっております。 

(3) 求償権償却引当金 

求償権の回収不能額の発生に備えるため、独立行政法人農林漁業信用基金の農業信用保

険業務、林業信用保証業務及び漁業信用保険業務に係る会計規程（以下「会計規程」とい

う。）第 16 条第２項及び独立行政法人農林漁業信用基金査定資産償却・引当規程（以下

「引当規程」という。）第８条により、求償権残高から担保による処分可能見込額を除い

た金額を計上しております。 

(4) 保証債務損失引当金 

保証債務に係る損失に備えるため、会計規程第 26 条及び引当規程第９条により、保証先

の区分毎に合理的に見積もられた将来の損失の合計金額を計上しております。 
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３．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

 

４．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

重要な会計上の見積り 
 

１．求償権償却引当金 

（1） 当事業年度の財務諸表に計上した金額 

     求償権償却引当金   1,942,879,220 円 

（2） 会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報 

① 当事業年度財務諸表に計上した金額の算定方法 

求償権償却引当金の算定方法は、「重要な会計方針」の「２．引当金の計上基準  

（3） 求償権償却引当金」に記載のとおりです。 

② 当事業年度財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

担保処分見込額は、内部規程に定める担保評価基準に基づき算出された担保評価額から 

先順位の抵当債権額を差し引いた残額としております。 

③ 翌事業年度の財務諸表に与える影響 

求償権償却引当金は、貸借対照表の負債に計上するとともに、前事業年度と当事業年度

の差額を求償権償却引当金繰入又は戻入として損益計算書に計上することから、今後、

見積りに影響する主要な仮定の変化や見積り方法の変更が財務諸表に重要な影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

２．保証債務損失引当金 

（1） 当事業年度の財務諸表に計上した金額 

     保証債務損失引当金  1,117,641,301 円 

（2） 会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報 

① 当事業年度財務諸表に計上した金額の算定方法 

保証債務損失引当金の算定方法は、「重要な会計方針」の「２．引当金の計上基準 

（4） 保証債務損失引当金」に記載のとおりです。 

② 当事業年度財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

保証先を「正常先」、「要注意先」、「要管理先」、「求償権化懸念先」、「実質求償

権先」に区分し、「実質求償権先」については、実質求償権先に対する保証債務額から

担保による処分可能見込額等を除いた額を計上しています。それ以外の区分については、

過去の一定期間における実質求償権先及び求償権への平均移行率に基づき算出した額を

計上しております。 
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③ 翌事業年度の財務諸表に与える影響 

保証債務損失引当金は、貸借対照表の負債に計上するとともに、前事業年度と当事業年

度の差額を保証債務損失引当金繰入又は戻入として損益計算書に計上することから、今

後、見積りに影響する主要な仮定の変化や見積り方法の変更が財務諸表に重要な影響を

及ぼす可能性があります。 

 

注記事項 

 

１．キャッシュ・フロー計算書関係 

(1) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金及び要求払預金 

(2) 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 …………………  25,498,206,208 円 

定期預金 ……………………… △6,500,000,000 円 

資金  ……………………………   18,998,206,208 円 

 

２．行政コスト計算書関係 

(1) 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト             1,472,664,653 円 

自己収入等            △ 426,227,712 円 

機会費用              1,343,066,924 円 

独立行政法人の業務運営に関して 

国民の負担に帰せられるコスト    2,389,503,865 円 

(2) 機会費用の計上方法 

① 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の令和７年３月末利回りを参考に 2.345％で計算しております。 

② 国との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務時

間に対応する部分について、独立行政法人農林漁業信用基金役員退職手当規程及び独立行

政法人農林漁業信用基金職員退職手当規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算して

おります。 

 

３．退職給付に係る注記 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当基金は、役員及び職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び確定

拠出制度を採用しております。 

退職一時金制度では、役員については独立行政法人農林漁業信用基金役員退職手当規程、

職員については独立行政法人農林漁業信用基金職員退職手当規程に基づき給付しておりま
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す。また、退職給付引当金及び退職給付費用については簡便法により計算しております。 

(2) 確定給付制度 

① 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務   176,233,975 円 

退職給付費用 39,138,827 円 

退職給付への支払額 △ 69,755,301 円 

期末における退職給付債務   145,617,501 円 

② 退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用（※） 39,138,827 円 

（※）損益計算書の退職給付引当金繰入（一般管理費）が確定給付制度に関するものの合

計となっております。 

(3) 確定拠出制度 

林業信用保証勘定の確定拠出制度への要拠出額（※） 5,084,093 円 

（※）損益計算書の退職給付費用（一般管理費）が確定拠出制度に関するものの合計となって

おります。 

 

４．減損損失 

（減損を認識した固定資産） 

（1）業務システム関係 

① 減損を認識した固定資産の種類、帳簿価額等の概要 

用途 種類 場所 減損前 

帳簿価額 

減損損失 

相当額 

減損後 

帳簿価額 

業務用ソフトウェア 

（財務会計システム） 
ソフトウェア 東京都港区 5,518,215 円 5,518,215 円  － 円 

② 減損の認識に至った経緯 

財務会計システムについては、令和７年４月に機器等の更改を行い、旧機器等は同年６

月までの並行稼働期間を経て、同年７月から使用が見込まれない遊休状態となったことか

ら、減損を認識しました。 

③ 減損損失相当額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産

ごとの内訳 

用途 種類 
損益計算書に計上 

した金額 

損益計算書に計上 

していない金額 

業務用ソフトウェア 

（財務会計システム） 
ソフトウェア 5,518,215 円 － 円 

④ 回収可能サービス価額の概要 

上記固定資産については、売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しており、 

備忘価額０円とし、帳簿価額を全額減損損失として計上しております。 
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５．金融商品関係 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

林業信用保証勘定は、林業者の経営に必要な資金の融通を円滑にし、林業の振興を図る

ため、保証の信用補完業務と貸付業務を実施しております。これらの業務を実施するた

め、政府及び政府以外の者からの出資の受入れ、必要に応じて金融機関からの借入れによ

り資金を調達しております。 

当勘定が保有する有価証券は、独立行政法人通則法第 47 条の規定等に基づき、譲渡性

預金、公債及び安全性の高い社債で運用し、株式等は保有しておりません。  

② 金融商品の内容及びそのリスク 

当勘定が保有する金融資産は、主として貸付金や有価証券であります。 

貸付金は、都道府県に対する貸付金であること等から、契約不履行によってもたらされ

る信用リスクは僅少であります。有価証券は、譲渡性預金及び債券であり、満期保有目的

で保有しております。これらは、発行体の信用リスクや金利の変動リスクに晒されており

ます。 

保証債務については、林業者等の経営状況の悪化等により契約条件に従った債務履行が

なされない信用リスクに晒されております。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

   ア 信用リスクの管理 

当基金は、毎事業年度末日において保有する資産について、資産査定を実施しており

ます。独立行政法人農林漁業信用基金資産査定実施要領に従い、担当部署において資産

査定の案を作成し、監理室においてこれを検証し、資産査定の案及び検証結果を踏まえ

て、理事長が決定することとしております。 

貸付金については、資産査定において貸付先の財務状況等により返済能力を判断して

おります。 

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資産査定の他に、独立行政法人農林漁業

信用基金余裕金運用管理要領（以下「余裕金運用管理要領」という。）に従い、格付け

や時価の把握を定期的に行い、関係者に報告するとともに、定期的に余裕金運用委員会

を開催し、審議・報告を行っております。 

保証債務については、当基金の保証債務審査に係る規定に従い、個別案件毎に債務保

証契約の引受審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、問題債

権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。 

イ 市場リスクの管理 

貸付金の利率については、主務大臣より認可された業務方法書等により定められた方

法により利率を決定しております。 

有価証券の運用利回りや含み損益の状況については、余裕金運用管理要領に従い、定

期的に関係者に報告するとともに、著しい変動があった場合には余裕金運用委員会で対

応措置を検討しております。 
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ウ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当勘定は、長期借入金については必要の都度、主務大臣の認可を得て、資金調達を行

っております。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。また、現金は注記を省略しており、預金及び短期貸付金は短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

 

 

貸借対照表 

  計上額（＊１） 

時価（＊１） 

 

差額（＊１） 

 

①有価証券及び投資有価証券 

  満期保有目的の債券 

②長期貸付金 

 貸倒引当金 

 

③寄託金 

④求償権 

求償権償却引当金 

 

 

22,299 

130 

－ 

130 

16,901 

2,043 

△ 1,942 

100 

 

20,991 

 

 

124 

12,817 

 

 

          100 

 

△ 1,308 

 

       

     △6 

△ 4,083 

 

 

－ 

 

（単位：百万円） 

 契約額等（＊１） 時価（＊１） 

その他 

 債務保証契約 （＊２） 

 

19,454 

 

△0 

（＊１）単位未満を切り捨てて記載しております。 

（＊２）債務保証契約の「契約額等」は、「保証債務」の貸借対照表計上額を記載しており

ます。 

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に使用したインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

使用して算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル

に時価を分類しております。 
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時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産 

（単位：百万円） 
区分 時価（＊） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券 

 満期保有目的の債券 

地方債等 

長期貸付金 

寄託金 

求償権 

     

 

    － 

    － 

    － 

    － 

   

 

20,991 

124 

12,817 

－ 

 

 

    － 

   － 

   － 

100 

    

 

20,991 

124 

12,817 

100 

 

（単位：百万円） 

区分 時価（＊） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

その他 

 債務保証契約  

 

－ 

 

－ 

 

 △0 

 

 △0 

（＊）単位未満を切り捨てて記載しております。 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

① 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価については、地方債、特別の法律により法人の発行する債券及び社債

は取引金融機関から提示された価格によっており、レベル２の時価に分類しておりま

す。 

② 長期貸付金 

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付けを行った場合に

想定される利率で割り引いて時価を算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。 

なお、貸付金については、「林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等

に関する暫定措置法の運用について」（昭和 54 年８月 23 日付け 54 林野企第 83 

号林野庁長官通知）の記の第７の３の（３）により貸付利率を０％としております。 

③ 寄託金 

寄託金については、林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫

定措置法第６条第２項第１号において、株式会社日本政策金融公庫に対し無利子で寄

託することが規定されております。 

寄託金の時価については、元金を国債の利回りで割り引いて算定しており、レベル

２の時価に分類しております。 

④ 求償権 

求償権については、求償権の回収不能額の発生に備えるため、求償権残高から担保

による処分可能見込額を除いた金額を求償権償却引当金として計上しております。求
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償権の時価については、決算日における貸借対照表価額から求償権償却引当金を控除

した金額に近似しているため、当該価額を時価としており、重要な観察できないイン

プットを使用していることからレベル３の時価に分類しております。 

 

その他 

債務保証契約 

保証債務の時価については、契約上の保証料と同様の新規契約を行った場合に想定

される保証料との差額を割り引いて時価を算定しており、観察できないインプットを

使用していることからレベル３の時価に分類しております。 

なお、短期保証債務の時価については、短期間（１年以内）で決済されるため、時価

の重要性が乏しいことから、時価は０円としております。 

 

６．リース取引関係 

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料は下記のとおりです。 

貸借対照表日後１年以内のリース期間に係る未経過リース料 43,175,065 円 

 

７．資産除去債務 

(1) 資産除去債務の概要 

都市再開発法に基づくコープビルの建替工事が行われることとなり、当基金は令和３年１

月にコープビルを退去し、新事務所への仮移転を行いました。これに伴い、新事務所の賃貸

借契約を締結したことから、当該契約に基づく退去時における原状回復費用を見積り、資産

除去債務を計上しております。 

(2) 資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を賃貸借期間である６年と見積り、割引率は使用見込期間に相当する６年も

のの長期国債利率を採用しており、△0.099％（入居開始時）を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。 

(3) 当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

期首残高 11,356,181 円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 

時の経過による調整額（△は減少）  △ 11,243 円 

資産除去債務の履行による減少額 － 

その他増減額（△は減少） 4,613,579 円 

期末残高 15,958,517 円 

(4) 資産除去債務の見積りの変更の概要及び影響額 

 原状回復費用の見積書の新たな入手に伴い、見積りの変更による増加額 4,613,579 円を 

変更前の資産除去債務残高に加算しております。 

加算分につきましては、使用期間を賃貸借期間である１年と見積もり、割引率は使用見

込期間に相当する 1 年ものの長期国債利率を採用しており、1.01102％（見積り変更時）を

使用して資産除去債務の金額を計上しております。 
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これに伴い、建物が同額増加しております。 

 

重要な債務負担行為 

 

  該当する事項はありません。 

 

重要な後発事象 

 

  該当する事項はありません。 
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独立行政法人農林漁業信用基金　林業信用保証勘定

附属明細書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

（単位：円）

（注）１．投資その他の資産以外については、自己収入による財源で取得しております。

　　　２．投資有価証券の当期増加額は、満期保有目的債券の新規取得 2,400,000,000円、償却原価法による増加額 36,597円であり、当期減少額は、流動資産（有価証券）への振替額 2,000,000,000円であります。

　　　３．寄託金の当期増加額は、新規寄託額 500,000,000円であり、当期減少額は、返還額 2,552,020,642円であります。

２．有価証券の明細

 (1)　流動資産として計上された有価証券

（単位：円）

　該当なし

特別の法律により法人の発行する債券

　第29回首都高速道路債（一般担保付）

－                －                

－                －                

－                －                

減損損失累計額

当期減損額

－                －                

－                －                

－                －                

－                －                

－                －                

－                －                

－                －                

－                －                

計 2,000,000,000                2,000,000,000                2,000,000,000                －                           

29,529,679 

115,228,171 15,461,283 646,800 

－                           

－                

－                

摘　要
当期償却額 残　　　高

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額

22,630,046 4,310,485 6,899,633 

工 具 器 具 備 品 90,312,071 10,847,704 646,800 100,512,975 

有形固定
資産

（償却費損
益内）

差引当期末

78,063,960 22,315,115 51,978,694 

55,433,914 18,004,630 45,079,061 

計

建 物 24,916,100 4,613,579 － 

130,042,654 

非償却資産
該 当 な し － － － －                

計 － － － －                －                

－                －                －                

－                －                

有形固定資
産（償却費
損益外）

該 当 な し － － － 

－                

－                －                －                

計 － － － －                

18,004,630 45,079,061 

計 115,228,171 15,461,283 646,800 130,042,654 78,063,960 

工 具 器 具 備 品 90,312,071 10,847,704 646,800 100,512,975 55,433,914 

29,529,679 22,630,046 

－                －                

－                －                

無形固定
資産

ソ フ ト ウ ェ ア 102,041,105 67,413,678 － 169,454,783 

4,310,485 

87,589,802 24,997,638 76,359,766 

－                －                13,000 

計 102,054,105 67,413,678 

－                

有形固定
資産合計

建 物 24,916,100 4,613,579 － 

5,518,215 5,518,215 

－                －                

5,518,215 5,518,215 

6,899,633 

87,589,802 24,997,638 76,346,766 

電 話 加 入 権 13,000 － － 13,000 

22,315,115 51,978,694 

－                －                

－                －                

－ 169,467,783 

敷 金 ・ 保 証 金 59,725,036 5,336,560 － 65,061,596 －                

－                130,750,000 

20,299,798,718 20,299,798,718 －                －                

長 期 貸 付 金 25,000,000 105,750,000 － 130,750,000 －                

投 資 有 価 証 券

－                －                

12,916,588 1,200,000 － 14,116,588 －                

－                

19,899,762,121 2,400,036,597 2,000,000,000 

16,901,469,067 

－                2,043,373,966 

求 償 権
償 却 引 当 金

△ 2,073,061,643 △ 520,103,343 △ 650,285,766 △ 1,942,879,220 －                

745,934,098 2,043,373,966 －                

－                65,061,596 

寄 託 金 18,953,489,709 500,000,000 2,552,020,642 16,901,469,067 －                －                

－                －                

売 買 目 的

有 価 証 券
－                           －                           －                           －                           

－                37,511,690,715 

銘　　柄 取得価額 時　　価 貸借対照表計上額 当期損益に含まれた評価損益 摘　　要

投資その他
の資産

－                

求 償 権 2,153,379,509 635,928,555 

－                14,116,588 

計 39,031,211,320 3,128,148,369 4,647,668,974 37,511,690,715 

△ 1,942,879,220 

そ の 他 の 資 産

500,000,000                  500,000,000                  500,000,000                  

－                           

計 －                           －                           －                           －                           

種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額 当期費用に含まれた評価差額

　第28回首都高速道路債（一般担保付） 300,000,000                  300,000,000                  300,000,000                  

目 的 債 券

摘　　要
満 期 保 有

　第61回西日本高速道路債（一般担保付） 300,000,000                  300,000,000                  300,000,000                  －                           

　第90回中日本高速道路債（一般担保付） 200,000,000                  200,000,000                  200,000,000                  －                           

　第33回西日本高速道路債（一般担保付） 

計 上 額 合 計

貸 借 対 照 表
2,000,000,000                

－                

－                

－                           700,000,000                  700,000,000                  700,000,000                  
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 (2)　投資その他の資産として計上された有価証券

（単位：円）

　F699回地方公共団体金融機構債券

　F703回地方公共団体金融機構債券

　F771回地方公共団体金融機構債券

　F772回地方公共団体金融機構債券

　第64回東日本高速道路債（一般担保付） 

　第76回東日本高速道路債（一般担保付） 

　第80回東日本高速道路債（一般担保付） 

　第84回東日本高速道路債（一般担保付） 

　第85回東日本高速道路債（一般担保付） 

　第98回中日本高速道路債（一般担保付） 

－                           

－                           300,000,000                  

　北海道令和2年度第15回公募公債 500,000,000                  

　兵庫県第13回15年公募公債 200,000,000                  200,000,000                  

100,000,000                  －                           

300,000,000                  300,000,000                  －                           

300,000,000                  300,000,000                  300,000,000                  －                           

　第202回地方公共団体金融機構債券 200,000,000                  200,000,000                  200,000,000                  －                           

1,000,000,000                －                           1,000,000,000                1,000,000,000                

300,000,000                  

－                           

　第129回地方公共団体金融機構債券 300,000,000                  

1,000,000,000                1,000,000,000                1,000,000,000                

200,000,000                  －                           

　第3回損害保険ジャパン日本興亜債 400,000,000                  400,000,000                  400,000,000                  －                           

　第111回東武鉄道債 399,448,000                  

　第3回ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグ
　ループホールディングス債

200,000,000                  200,000,000                  －                           

　第1回明治安田生命保険債 100,000,000                  100,000,000                  100,000,000                  －                           

　第2回三井生命保険債 100,000,000                  100,000,000                  100,000,000                  －                           

満 期 保 有

目 的 債 券
地方債

種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額 当期費用に含まれた評価差額 摘　　要

－                           

特別の法律により法人の発行する債券

　埼玉県第3回15年公募公債 400,000,000                  400,000,000                  

700,000,000                  

700,000,000                  700,000,000                  －                           

300,000,000                  

400,000,000                  

　F696回地方公共団体金融機構債券 700,000,000                  

－                           

　該当なし －                           －                           －                           －                           

銘　　柄 取得価額 純資産に持分割合を乗じた価額 貸借対照表計上額 当期費用に含まれた評価差額

－                           

　第188回日本政策投資銀行債

900,000,000                  900,000,000                  

300,000,000                  300,000,000                  300,000,000                  －                           

1,000,000,000                1,000,000,000                －                           

300,000,000                  300,000,000                  300,000,000                  －                           

500,000,000                  

500,000,000                  －                           

　第1回損害保険ジャパン日本興亜債 200,000,000                  

  第57回成田国際空港債（一般担保付）

　第6回日本生命保険債 500,000,000                  500,000,000                  

100,000,000                  100,000,000                  

－                           

500,000,000                  500,000,000                  

－                           

300,000,000                  －                           

　第105回西日本高速道路債（一般担保付） 1,000,000,000                

399,798,718                  

　第10回大阪府住宅供給公社債券

　愛知県・名古屋市折半保証第125回
  名古屋高速道路債券

1,000,000,000                1,000,000,000                

900,000,000                  

－                           

500,000,000                  500,000,000                  

900,000,000                  900,000,000                  

400,000,000                  

200,000,000                  

摘　　要

計 20,299,448,000               20,300,000,000               20,299,798,718               －                           

－                           

　第104回西日本高速道路債（一般担保付） 200,000,000                  200,000,000                  200,000,000                  －                           

900,000,000                  

300,000,000                  

　第95回西日本高速道路債（一般担保付） 300,000,000                  300,000,000                  

　第164回福岡北九州高速道路債券 700,000,000                  700,000,000                  700,000,000                  

社債

200,000,000                  

計 －                           －                           －                           －                           －                

その他有価証券評価差額 摘　　要
そ の 他

有 価 証 券
　該当なし －                           －                           －                           －                           －                

計 －                           －                           －                           －                           

種類及び銘柄 取得価額 時　　価 貸借対照表計上額 当期費用に含まれた評価差額

関 係 会 社 株 式

計 上 額 合 計

貸 借 対 照 表
20,299,798,718               

700,000,000                  700,000,000                  －                           

1,000,000,000                1,000,000,000                

200,000,000                  

－                           

200,000,000                  －                           

　一般担保第185回住宅金融支援機構債券 200,000,000                  

－                           

200,000,000                  

　一般担保第322回住宅金融支援機構債券

300,000,000                  

200,000,000                  －                           

　愛知県・名古屋市折半保証第155回
  名古屋高速道路債券

500,000,000                  500,000,000                  500,000,000                  －                           

　第246回共同発行市場公募地方債 600,000,000                  600,000,000                  600,000,000                  －                           

　大阪市令和2年度第4回公募公債 300,000,000                  300,000,000                  300,000,000                  －                           

　第138回地方公共団体金融機構債券 300,000,000                  

500,000,000                  

500,000,000                  500,000,000                  500,000,000                  

－                           

300,000,000                  300,000,000                  －                           

500,000,000                  

300,000,000                  

　第158回福岡北九州高速道路債券 200,000,000                  200,000,000                  

－                           

　第198回都市再生債券 600,000,000                  600,000,000                  600,000,000                  －                           

　第146回鉄道建設・運輸施設整備支援
　機構債券

300,000,000                  

1,000,000,000                

　第145回鉄道建設・運輸施設整備支援
　機構債券

500,000,000                  500,000,000                  500,000,000                  －                           

　第136回福岡北九州高速道路債券

1,000,000,000                

500,000,000                  

300,000,000                  300,000,000                  －                           

－                           

300,000,000                  

－                           

300,000,000                  300,000,000                  －                           

500,000,000                  500,000,000                  500,000,000                  

　第173回鉄道建設・運輸施設整備支援
　機構債券

　第210回日本政策投資銀行債
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３．長期貸付金の明細

（単位：円）

関係会社長期貸付金

その他の長期貸付金

４．引当金の明細

 (1)　引当金の明細

（単位：円）

 (2)　求償権と求償権償却引当金との関係の明細

（単位：円）

５．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

（単位：円）

短期貸付金

　一般債権

　貸倒懸念債権

　破産更生債権

長期貸付金

　一般債権

　貸倒懸念債権

　破産更生債権

６．退職給付引当金の明細

（単位：円）

退職給付債務合計

退職一時金に係る債務

退職給付引当金

７．資産除去債務の明細

（単位：円）

区　　分

（注）当期減少額は、利息費用を計上したものであります。

15,958,517 独立行政法人会計基準第91特定無

償却額

－                           －                           －                           －                           －                           

区  　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘　　要
回収額

計 25,000,000                   105,750,000                  －                           －                           130,750,000                  

　長期貸付金 25,000,000                   105,750,000                  －                           －                           130,750,000                  

該当なし

25,000,000                   105,750,000                  －                           －                           130,750,000                  

求償権償却引当金 2,073,061,643                520,103,343                  650,285,766 －                           1,942,879,220                

区　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘　　要
目的使用 その他

計 3,069,480,419                1,333,308,570                1,312,643,369                －                           3,090,145,620                

賞与引当金 29,486,189                   29,625,099                   29,486,189                   －                           29,625,099                   

保証債務損失引当金 966,932,587                  783,580,128                  632,871,414                  －                           1,117,641,301                

1,942,879,220                

区　　分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘　要
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額

求償権 2,153,379,509                △ 110,005,543 2,043,373,966                2,073,061,643                △ 130,182,423 

区　　分
求償権の残高 求償権償却引当金の残高

摘　要
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

－                           －                           －                           －                           －                           －                           

645,750,000                  △ 105,750,000 540,000,000                  －                           －                           －                           

期末残高

645,750,000                  △ 105,750,000 540,000,000                  －                           －                           －                           

25,000,000                   105,750,000 130,750,000                  －                           －                           －                           

25,000,000                   105,750,000 130,750,000                  －                           －                           －                           

－                           －                           －                           －                           －                           －                           

計 670,750,000                  －                           670,750,000                  －                           －                           

－                           －                           －                           －                           －                           －                           

－                           －                           －                           －                           －                           －                           

176,233,975                  39,138,827 69,755,301                   145,617,501                  

－                           

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

176,233,975                  39,138,827 69,755,301                   145,617,501                  

176,233,975                  39,138,827 69,755,301                   145,617,501                  

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

賃貸借契約に基づくもの 11,356,181                   4,613,579                    11,243

区　　分 摘　　要
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８．保証債務の明細

 (1)　保証債務の明細　　

（単位：円）

期首残高

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数

495     462     485     472     

577     104     153     528     

計 1,072   566     638     1,000   

 (2)　保証債務と保証債務損失引当金との関係の明細

（単位：円）

短期保証債務

　正常先 注１

　要注意先 注１

　要管理先 注１

　求償権化懸念先 注１

　実質求償権先 注２

長期保証債務

　正常先 注１

　要注意先 注１

　要管理先 注１

　求償権化懸念先 注１

　実質求償権先 注２

計

（注）１．保証債務の区分毎に、過去の一定期間における実質求償権先又は求償権への移行率により、将来の損失見込額を計上しております。

　　　２．保証債務額から担保による処分可能見込額等を控除し、将来の損失見込額を計上しております。

９．資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

減資差益 注

計

（注）減資差益は、成城宿舎の譲渡による政府出資金の国庫納付に伴うものであります。

10．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

 (1)　補助金等の明細

（単位：円）

 (2)　預り補助金等の明細

（単位：円）

（注）１．木材需要拡大・安定供給支援林業信用保証事業交付金の当期減少額は、代位弁済費に充当した 340,105,372円であります。

　　　２．保証活用支援事業交付金の当期減少額は、保証料相当額を補填した額 1,538,561円であります。

　　　３．東日本大震災復旧林業信用保証事業交付金の当期増加額は、過去の収益化分の回収相当額 792,894円であります。

  木材産業等高度化推進資金事業交付金 1,745,945         －                －                1,745,945         

　経営改善発達支援事業交付金 6,093,646         －                

区　 分
当期増加 期末残高

20,514,795,125               14,878,634,680               15,939,053,690               19,454,376,115               199,389,272                  

区 　分
保証債務の残高 保証債務損失引当金の残高

摘　要
期首残高

長期保証債務 6,739,089,001                1,468,646,400                2,053,968,796                6,153,766,605                84,835,149                   

保証料収益

金 額 金 額

短期保証債務 13,775,706,124               13,409,988,280               13,885,084,894               13,300,609,510               114,554,123                  

当期減少

5,555,779,200 △ 679,646,400 4,876,132,800 18,889,649 △ 360,345 18,529,304 

871,144,748 

1,542,400,000 5,200,000 1,547,600,000 －                           －                           －                           

当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

13,775,706,124 △ 475,096,614 13,300,609,510 702,894,156 168,250,592 

353,324,800 26,843,200 380,168,000 350,525,800 △ 17,031,800 333,494,000 

1,992,626,028 84,351,372 2,076,977,400 157,616,718 76,874,030 234,490,748 

4,331,576,096 88,155,214 4,419,731,310 175,861,989 108,768,707 284,630,696 

2,751,899,440 △ 454,340,600 2,297,558,840 9,356,458 △ 625,735 8,730,723 

1,335,109,200 △ 70,281,400 1,264,827,800 －                           －                           －                           

6,739,089,001 △ 585,322,396 6,153,766,605 264,038,431 △ 17,541,878 246,496,553 

150,708,714 1,117,641,301 

125,048,800 △ 89,403,400 35,645,400 125,048,800 △ 89,403,400 35,645,400 

702,225,800 71,611,820 773,837,620 55,546,060 31,820,207 87,366,267 

1,824,805,761 △ 42,908,816 1,781,896,945 74,087,113 40,667,050 114,754,163 

20,514,795,125 △ 1,060,419,010 19,454,376,115 966,932,587 

5,937,033 －                           －                           5,937,033 

5,937,033 －                           －                           5,937,033 

区　　　　分 当期交付額

左の会計処理内訳

摘　　　  要
建設仮勘定 資産見返 資本剰余金 預り補助金等 収益計上
補助金等 補助金等

56,488,184        

　木材需要拡大・安定供給支援林業信用保証事業
　交付金

73,000,000        －                －                －                73,000,000        －                

林業信用保証事業交付金 141,800,000       －                －                －                85,311,816        

52,800,000        　木材産業等高度化推進資金事業交付金 52,800,000        －                －                －                －                

  保証活用支援事業交付金 16,000,000        －                －                －                12,311,816        3,688,184         

56,488,184        

区　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　　要

計 141,800,000       －                －                －                85,311,816        

林業信用保証事業交付金 1,232,431,241     86,104,710        341,643,933       976,892,018       

297,400,000       

　東日本大震災復旧林業信用保証事業交付金 81,373,087        792,894           －                82,165,981        注３

6,093,646         

　木材需要拡大・安定供給支援林業信用保証事業
　交付金

779,673,073       73,000,000        340,105,372       512,567,701       注１

－                

  保証活用支援事業交付金 66,145,490        12,311,816        1,538,561         76,918,745        注２

計 1,232,431,241     86,104,710        341,643,933       976,892,018       

　災害復旧林業信用保証事業交付金 297,400,000       －                －                

区　　分 摘　　要
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11．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

(1) (－)

8 －      

(4) (－)

58 6       

(5) (－)

66      6 

（注）　１．単位未満を切り捨てて記載しております。

　２．支給額については、林業信用保証勘定の負担額を計上しております。

　３．役員に対する支給の基準は、独立行政法人農林漁業信用基金役員給与規程及び役員退職手当規程に定めております。

　 　　　また、職員に対する支給の基準は、独立行政法人農林漁業信用基金職員給与規程及び職員退職手当規程に定めております。

　４．報酬又は給与の支給人員は、12ヶ月間の平均人数を記載しております。

　５．（　）内は非常勤の役職員を外数で記載し、支給人員は、12ヶ月間の平均人数を記載しております。

　 　６．中期計画における人件費は、報酬又は給与、法定福利費並びに賞与引当金繰入又は退職給付引当金繰入であり、附属明細書における報酬又は給与は、

　　　役員報酬、給与及び手当並びに賞与引当金の目的使用であり、退職手当は、退職一時金に係る退職給付引当金の目的使用であります。

12．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

 (1)　現金及び預金

(単位：円）

摘　　　　要

郵便振替口座

普通預金 (株)三菱ＵＦＪ銀行他

定期預金 (株)ＳＢＪ銀行他

 (2)　前払費用

(単位：円）

摘　　　　要

森ビル(株)他

役職員・非常勤職員

 (3)　未収収益

(単位：円）

摘　　　　要

預金利息

　定期預金

有価証券利息

　地方債

　特別の法律により法人の発行する債券

　社債

 (4)　未収金

(単位：円）

摘　　　　要

保証料

 (5)　短期貸付金

(単位：円）

摘　　　　要

短期貸付金

 (6)　その他の流動資産

(単位：円）

摘　　　　要

273,918                      69,755                       

役 員
(1,848) (－)

41,025                       －                           

職 員
(5,718) (－)

区 分

19,017,095                   

18,979,189,113               

6,500,000,000                

合 計
(7,567) (－)

314,943                      69,755                       

報酬又は給与

12,797,716                   楽天銀行(株)他

21,164,790                   

合　　　　　　　　計 6,310,957                    

区　　　　分 金　　　　額

12,797,716                   

退職手当

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

事務室賃料等（令和8年4月分) 5,295,210                    

通勤手当 1,015,747                    

合　　　　　　　　計 25,498,206,208               

区　　　　分 金　　　　額

区　　　　分 金　　　　額

合　　　　　　　　計 33,962,506                   

5,398,599                    日本生命保険(相)他

852,079                      共同発行市場公募地方債他

14,914,112                   (株)日本政策投資銀行他

区　　　　分 金　　　　額

1,113,077                    

合　　　　　　　　計 1,113,077                    

540,000,000                  高知県他

合　　　　　　　　計 540,000,000                  

区　　　　分

立替金(雇用保険料職員負担分) 427,953                      東京労働局

合　　　　　　　　計 427,953                      

金　　　　額

区　　　　分 金　　　　額
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 (7) その他の資産

摘　　　　要

三菱地所(株)

鳥取地方裁判所米子支部他

 (8)　未払金

(単位：円）

摘　　　　要

業務管理費（一次格付モデルに関するメンテナンス業務等）

退職手当

確定拠出年金負担金(令和8年3月分)

 (9)　未払費用

(単位：円）

摘　　　　要

求償権回収事業委託費

業務管理費（令和8年3月分林業システム保守・運用業務等）

 (10)　前受収益

(単位：円）

摘　　　　要

未経過保証料

 (11)　長期前受収益

(単位：円）

摘　　　　要

未経過保証料

13．開示すべきセグメント情報

    当勘定は、単一セグメントにより事業を行っているため、開示すべきセグメント情報はありません。

保管金 2,000,000 

コープビル建替に伴う新規建物に係る予約金 12,116,588 

合　　　　　　　　計 72,904,029                   

区　　　　分 金　　　　額

433,797                      (株)りそな銀行

事務諸費（令和8年3月分） 202,294                      

2,801,235                    

69,466,703                   

(株)マイナビ

㈱金融エンジニアリング・グループ他

令和8年3月31日付け退職職員

職員給与(令和8年3月分時間外勤務手当) 1,145,357                    職員

法定福利費(令和8年3月分厚生年金保険料等) 6,696,120                    港年金事務所他

区　　　　分 金　　　　額

1,275,500                    (株)山田再生系債権回収総合事務所

区　　　　分 金　　　　額

48,010,241                   

合　　　　　　　　計 48,010,241                   

1,972,117                    沖電気工業㈱他

事務諸費（令和8年3月分事務諸費等） 19,835,595                   ＥＹストラテジー・アンド・コンサルティング(株)他

合　　　　　　　　計 30,924,689                   

区　　　　分 金　　　　額

58,660,517                   

合　　　　　　　　計 58,660,517                   

合　　　　　　　　計 14,116,588 

（単位：円）

区　　　　分 金　　　　額
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14．その他参考情報

独立行政法人農林漁業信用基金　林業信用保証勘定

損益計算書

自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日　 （単位：円）
林業信用保証業務 林業等資金寄託業務 林業等資金貸付業務 調整額 合計

経常費用
　業務経費
　　保証事業費
      求償権回収事業費 12,072,715 -                -                12,072,715 
　　　求償権償却引当金繰入 520,103,343 -                -                520,103,343 
　　　保証債務損失引当金繰入 150,708,714 -                -                150,708,714 
　　　調査研究費 2,205,071        -                -                2,205,071 
　　　委託業務費 194,256          -                -                194,256 
　　　事業推進費 9,762,500        -                -                9,762,500 
　　　業務管理費 25,738,459       -                -                25,738,459 
      　　業務経費合計 720,785,058 -                -                720,785,058 
　一般管理費
　　　役員報酬 39,016,920 -                3,857,213 42,874,133 
      職員給与 249,367,212 -                24,550,831 273,918,043 
      法定福利費 47,325,888 -                4,460,528 51,786,416 
      事務諸費 231,701,517 -                24,855,819 256,557,336 
　　　退職給付費用 4,622,736 -                461,357 5,084,093 
　　　賞与引当金繰入 26,662,590 -                2,962,509 29,625,099 
　　　退職給付引当金繰入 35,224,945       -                3,913,882        39,138,827 
　　　減価償却費 43,095,231 -                4,217,522 47,312,753 
      　　一般管理費合計 677,017,039 -                69,279,661 746,296,700 
　経常費用合計 1,397,802,097 -                69,279,661 1,467,081,758 
経常収益
　事業収入
　　保証事業収入
　　　保証料収入 199,389,272 -                -                199,389,272 
　　　違約金収入 3,073,211 -                -                3,073,211 

      償却債権取立益 16,904,048 -                -                16,904,048 

　　　政府事業交付金収入 344,539,223 -                -                344,539,223 
　　貸付事業収入
　　　政府事業交付金収入 -                -                52,800,000 52,800,000 
      　　事業収入合計 563,905,754 -                52,800,000 616,705,754 
　財務収益
　　　受取利息 22,838,759 20,570,945 29,343,588 72,753,292 
　　　有価証券利息 133,607,889 -                -                133,607,889 
　　　　　財務収益合計 156,446,648 20,570,945 29,343,588 206,361,181 
　雑益 500,000 -                -                500,000 
　経常収益合計 720,852,402 20,570,945 82,143,588 823,566,935 
経常利益又は経常損失（△） △ 676,949,695 20,570,945 12,863,927 △ 643,514,823 
臨時損失
　固定資産除却損 54,978           -                9,702            64,680 
　減損損失 4,690,483        -                827,732          5,518,215        
　臨時損失合計 4,745,461        -                837,434          5,582,895 

当期純利益又は当期純損失（△） △ 681,695,156 20,570,945 12,026,493 △ 649,097,718 
前中期目標期間繰越積立金取崩額 681,695,156 0 0 △ 32,597,438 649,097,718 
当期総利益 0 20,570,945 12,026,493 △ 32,597,438 0 

　独立行政法人農林漁業信用基金の農業信用保険業務、林業信用保証業務及び漁業信用保険業務に係る財務及び会計に関する省令第５条第４項の規定により、

資産、負債、費用及び収益に関する経理について林業信用保証業務に係るもの、林業等資金寄託業務に係るもの及び林業等資金貸付業務に係るものに区分した

ものは次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

科　　　　　　目
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独立行政法人農林漁業信用基金　林業信用保証勘定

貸借対照表

令和8年3月31日現在 （単位：円）
林業信用保証業務 林業等資金寄託業務 林業等資金貸付業務 調整額 合計

（資産の部）
Ⅰ　流動資産
　　　現金及び預金 4,686,126,214 11,690,089,674 9,121,990,320 25,498,206,208 
　　　有価証券 2,000,000,000 -                -                2,000,000,000 
　　　前払費用 5,679,863 -                631,094 6,310,957 
　　　未収収益 25,573,363 -                8,389,143        33,962,506 
　　　未収金 70,295,760 -                -                △ 69,182,683 1,113,077 
　　　短期貸付金 -                -                540,000,000 540,000,000 
　　　その他の流動資産 427,953 -                -                427,953 
　　　　　流動資産合計 6,788,103,153 11,690,089,674 9,671,010,557 △ 69,182,683 28,080,020,701 
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産
　　　　建物 25,330,908 - 4,198,771 29,529,679 
　　　　　減価償却累計額 △ 19,235,543 - △ 3,394,503 △ 22,630,046 
　　　　工具器具備品 87,018,014 - 13,494,961 100,512,975 
　　　　　減価償却累計額 △ 48,060,340 - △ 7,373,574 △ 55,433,914 
        有形固定資産合計 45,053,039 - 6,925,655 51,978,694 
　２　無形固定資産
　　　　ソフトウェア 69,791,672 - 6,555,094 76,346,766 
　　　　電話加入権 13,000 - - 13,000 
        無形固定資産合計 69,804,672 - 6,555,094 76,359,766 
　３　投資その他の資産
　　　　投資有価証券 20,299,798,718 - - 20,299,798,718 
　　　　長期貸付金 - - 130,750,000 130,750,000 
　　　　敷金・保証金 55,569,185 - 9,492,411 65,061,596 
　　　　寄託金 - 16,901,469,067 - 16,901,469,067 
　　　　求償権 2,043,373,966 - - 2,043,373,966 
　　　　　求償権償却引当金 △ 1,942,879,220 -                - △ 1,942,879,220 
        その他の資産 12,299,100 - 1,817,488 14,116,588 
        投資その他の資産合計 20,468,161,749 16,901,469,067 142,059,899 37,511,690,715 
        　固定資産合計 20,583,019,460 16,901,469,067 155,540,648 37,640,029,175 
Ⅲ　保証債務見返
　　　短期保証債務見返 13,300,609,510 -                -                13,300,609,510 
　　　長期保証債務見返 6,153,766,605 -                -                6,153,766,605 
　　　　　保証債務見返合計 19,454,376,115 -                -                19,454,376,115 

46,825,498,728 28,591,558,741 9,826,551,205 △ 69,182,683 85,174,425,991 
（負債の部）
Ⅰ　流動負債
　　　未払金 65,893,751 - 76,192,961 △ 69,182,683 72,904,029 
  　　未払費用 28,157,005 - 2,767,684 30,924,689 
　　　前受収益 48,010,241 - - 48,010,241 
　　　引当金
　　　　賞与引当金 26,662,590 - 2,962,509 29,625,099 
　　　　保証債務損失引当金 871,144,748 - - 871,144,748 
　　　資産除去債務 13,794,405 - 2,164,112 15,958,517 
　　　政府事業交付金 975,146,073 - 1,745,945 976,892,018 
　　　　　流動負債合計 2,028,808,813 -                85,833,211 △ 69,182,683 2,045,459,341 
Ⅱ　固定負債
　　　長期前受収益 58,660,517 - - 58,660,517 
　　　引当金
　　　　退職給付引当金 121,108,465 - 24,509,036 145,617,501 
　　　　保証債務損失引当金 246,496,553 - - 246,496,553 
　　　　　固定負債合計 426,265,535 -                24,509,036 450,774,571 
Ⅲ　保証債務
　　　短期保証債務 13,300,609,510 -                -                13,300,609,510 
　　　長期保証債務 6,153,766,605 -                -                6,153,766,605 
　　　　　保証債務合計 19,454,376,115 -                -                19,454,376,115 

21,909,450,463 -                110,342,247 △ 69,182,683 21,950,610,027 
（純資産の部）
Ⅰ　資本金
　　　政府出資金 15,308,765,831 28,555,000,000 9,800,000,000 53,663,765,831 
　　　地方公共団体出資金 3,775,558,404 -                -                3,775,558,404 
　　　民間出資金 2,855,125,152 -                -                2,855,125,152 
　　　　　資本金合計 21,939,449,387 28,555,000,000 9,800,000,000 60,294,449,387 
Ⅱ　資本剰余金
　　　資本剰余金 5,937,033 -                -                5,937,033 
　　　その他行政コスト累計額
　　　　除売却差額相当累計額（△） △ 18,231,590 -                -                △ 18,231,590 
　　　　　資本剰余金合計 △ 12,294,557 -                -                △ 12,294,557 
Ⅲ　利益剰余金又は繰越欠損金
　　　前中期目標期間繰越積立金 2,793,496,100 15,927,714       -                △ 33,707,451 2,775,716,363 
　　　積立金 195,397,335      60,082           -                △ 29,512,646 165,944,771      
　　　前期繰越欠損金 -                -                △ 95,817,535 95,817,535       0
        当期未処分利益 0 20,570,945 12,026,493 △ 32,597,438 0 
        （うち当期総利益） (0) (20,570,945) (12,026,493) (△ 32,597,438) (0)
　　　　　　利益剰余金又は繰越欠損金（△）合計 2,988,893,435 36,558,741 △ 83,791,042 2,941,661,134 

24,916,048,265 28,591,558,741 9,716,208,958 63,223,815,964 
46,825,498,728 28,591,558,741 9,826,551,205 △ 69,182,683 85,174,425,991 

（注）「調整額」とは業務間における未収金と未払金の相殺額等です。

科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計
負債純資産合計
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